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1. はじめに 

前報のその 8 と 9 では，曲げ破壊先行型耐震壁の静的載

荷実験の概要と実験結果，破壊形式の違いが耐震壁の損

傷後の構造性能低下に与える影響について述べた。本報

ではその実験結果から得られた残留ひび割れ幅に基づき，

経験最大応答変形の推定法について検討する。 

現行の被災度区分判定基準 4)では被災した RC 造部材の

残存耐震性能を評価する際，部材の損傷度を部材に生じ

た最大残留ひび割れ幅の値を目安に判定し，それに応じ

た耐震性能低減係数に用いて残存耐震性能を評価してい

る。しかし，残留ひび割れ幅による損傷度分類において，

耐震壁のようにひび割れが多くなる部材では，全変形量

に対し 1 本のひび割れの残留ひび割れ幅の占める割合が低

く，最大残留ひび割れ幅のみで判断すると，正確な損傷

度判定ができない。そこで，既往研究 5)では，総残留ひび

割れ幅を用いてせん断破壊先行型耐震壁の経験最大応答

変形の推定法を提案した。引き続き本研究では，曲げ破

壊先行型耐震壁を対象に同様の検討を試みる。 

2. 総残留ひび割れ幅を用いた損傷量評価法の概要 

既往研究 5)での提案法では，総せん断ひび割れ幅から経

験したせん断変形量を推定し，せん断変形割合で除する

ことで経験最大応答変形を推定している。本研究では図

－1 に示す曲げ変形及びせん断変形の混在型モデルを想定

し，せん断変形（式(1)）と曲げ変形（式(2)）を推定し，

これらの和によって経験最大応答変形を評価する。 
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ここに αS:せん断変形残留率，αf :曲げ変形残留率，δ1 :引張

変形量(=ΣWScr)，δ2 : 圧縮変形量(δ1)，WScr :せん断ひび割

れ幅，WFcr :曲げひび割れ幅であり，αS・αf・の値につい

ては後述する。 

また，既往研究 5)では，せん断スパン比の異なる耐震壁

に適用するため，総残留ひび割れ幅を測定区間長さで除

して単位長さあたりのひび割れ幅を「基準化ひび割れ幅」

と定義し（図－2），損傷度を分ける指標としている。 

 

 

 

 

 

 

図－1 曲げ変形せん断変形混在型モデル 

 

 

 

 

 

図－2 基準化ひび割れ幅の概念図 

3. 本実験への適用結果  

3.1 基準化ひび割れ幅による評価  

図－3 に基準化ひび割れ幅の推移を示す。図中の既往推

定式の直線は，既往研究 6)により提案された単位長さあた

りの総ひび割れ幅（Wt’）を推定する式（式(4)）を本実験

に適用した結果を示している。 

ᇱݐܹ ൌ 1.06ሺ0.04 െ ௦ܲሻܴ ൈ 10ଷ    ሺ4ሻ 

ここに Ps： 壁筋比，R：層間変形角(rad.) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－3 基準化ひび割れ幅 

上記の推定式は，壁高さ中央位置におけるひび割れを

合計した値であり，本実験のひび割れ幅測定位置（壁隅

から斜め 45°方向の線）と異なることに留意する必要があ

測定区間（壁隅から 45°方向

に引いた直線の長さ） 
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るが，既往推定式の方がひび割れ量を過大に評価する個

所が見えるなど，実験結果と良く対応しない結果であっ

た。そこで，次節では壁隅から斜め 45°方向の線を横切る

総ひび割れ幅及び曲げひび割れ幅により式(1)~(3)を用いて

経験最大変形を推定し，実験結果との比較・検討を行う。 

3.2 総ひび割れ幅による経験変形の推定  

図－4に壁体対角方向の歪-層間変形関係，図－5にせん

断変形残留率（式(1)の）の推移を示す。図－4 から，壁

板対角方向の歪では，圧縮歪：引張歪が約 1:4 の割合で推

移したため，δ2=0.25δ1 とした。また，図－4 の小変形時は，

残留率にばらつきが大きいが，曲げ降伏が起こる層間変

形角(R）0.6％までにおいては，概ねせん断ひび割れ残留

率が 30％程度，曲げひび割れ残留率が 20％程度を推移し

ており，曲げ降伏以後は残留率が 70％程度に収束すると

考えられる。そこで，R=0.6％以前（鉄筋降伏前と判断さ

れる場合）は αS=0.3，αf =0.2，R=0.6％以後（鉄筋降伏後と

判断される場合）は αS=αf =0.7 として推定を試みた。なお，

式(3)の xn は変位計から計測した実験値(1200mm)を用いた。 

その推定結果を図－6 に示す。図－6 から，推定変形が

実際の層間変形と概ね対応し，ほぼ安全側に評価できて

いる。ただし，曲げ降伏が起こった層間変形 6mm 以降は

推定値との誤差が大きくなっているため，今後推定精度

を高めていく必要がある。本研究に適用した損傷度及び

その分類基準となる基準化ひび割れ幅(測定区間は壁隅か

ら 45°方向の線を横切る位置)を，既往研究 5)によるそれら

と併せ，表－1 にまとめる。同表より，せん断壁の結果に

比べ本研究による曲げ壁における基準化ひび割れ幅の値

が 2 倍程度大きくなる傾向がみられた。 

4. まとめ 

(1)曲げ壁では，壁体対角方向の圧縮歪：引張歪は概ね 1:4

の割合，ひび割れ残留率は鉄筋降伏以前では 20~30%，そ

の以降は 70%に収束する傾向であった。 

(2)総ひび割れ幅をもとにした基準化ひび割れ幅による経

験最大応答変形は，曲げ壁において，経験した変形量の

傾向がとらえられており，損傷度を評価する判断手法と

して有用であると考えられる。 

(3)総ひび割れ幅から地震時の経験最大応答変形の推定を

試みた結果，曲げ破壊先行型耐震壁においても概ね推定

できると考えられる。なお，曲げ降伏後はやや推定値と

差異が生じたため，さらに精度向上が必要と考えられる。 
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図－4 対角方向の歪-層間変形関係 

 

 

 

 

 

 

図－5 せん断変形残留率の推移  

 

 

 

 

 

 

 

 

図－6 推定層間変形と実際の層間変形の関係 

表－1 損傷度と基準化ひび割れ幅 
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